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2020年９月 

「公共放送の在り方に関する検討分科会」 

   事務局 御中 

一般社団法人日本民間放送連盟 

ヒアリング追加質問事項への回答

「公共放送の在り方に関する検討分科会」ヒアリングに関する追加質問事項につきま

して、下記のとおり回答申しあげます。 

記 

【ご質問】 

改めて「民業圧迫」の具体像をお尋ねしたい。途中、ABEMAに言及されたが、そもそ

も放送事業者ではない。また放送事業者の売上に占めるネット事業の比率は小さく、ロ

ーカル局含めそもそも有償のネット事業を大規模には行っていない放送事業者も少な

くない。そのような状況下において、民放連が懸念する「民業圧迫」の具体的懸念につ

いておうかがいしたい。（西田構成員） 

【回答】 

ご質問ありがとうございます。民放連がＮＨＫに提出した意見のうち、お尋ねの件に

関する部分は次のとおりです。 

「インターネット空間には、多様な民間事業者が既にプレイヤーとして存在します。

ＮＨＫは特殊法人である以上、民間事業者が収支を勘案しながら市場競争を行っている

分野で業務を展開する際は、常に民業を圧迫するリスクをはらむことを意識する必要が

あります。その最たる例であるインターネット分野でどのような役割を果たそうとする

のか、ＮＨＫは速やかに自らの考え方を明らかにすべきです。そのうえで、国民・視聴

者の公平負担のあり方、言論・情報流通の多様性への影響をはじめ、多角的な観点から

国民的議論が行われるべきと考えます」 

ＮＨＫは、テレビ受信機の設置に紐づいた受信料収入で運営され、「放送」すること

を目的として放送法に基づき設置されている特殊法人です。民間企業とは異なり、放送

から得た収入をインターネットに投入することは、目的外の流用にあたるため、自ずと

限界があります。 

公共放送ＮＨＫと民間放送で構成され、プレイヤーが限定されている「放送」の世界

とは異なり、インターネット空間では、民放事業者に限らず、新聞社、通信社、動画配

信事業者をはじめ、多種多様な民間事業者が活動を行っています。民間の事業者である
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以上、収支を常に意識しながらの事業展開となります。収支を意識しないＮＨＫがイン

ターネット事業を大きく展開した場合、圧倒的に優位な競争相手として民間の事業を圧

迫する可能性があることはご理解いただけると思います。具体像をというお尋ねですが、

私たちは上記の構造上の問題に懸念を持っているということを申しあげております。 

現行の放送法は、ＮＨＫに対して、「番組それ自体」「番組の編集上必要な資料」「番

組の理解を増進する情報」に限ってインターネットを通じて提供することを、「任意業

務」として認めています（放送法第20条２項２号）。そして、ＮＨＫのインターネット

活用業務については、総務大臣の認可を得て自ら定める実施基準に沿う必要があります

（放送法第20条９項）。その認可にあたっての総務省のガイドラインにも「公共放送と

しての協会が行う業務として適切か否かを審査するに当たっては、民間部門といたずら

に競合する業務を行うものでないか、市場の競争を阻害しないか、といった点について

も、業務の性質に応じて勘案する」と明示されています（「⽇本放送協会のインターネッ
ト活⽤業務の実施基準の認可に関するガイドライン」３⾴）。 

こうした考え方は、総務省の有識者会議の場などにおいて、長年にわたる議論があり、

まとめられたものです。 

2013年８月９日の「放送政策に関する調査研究会」の第１次とりまとめでは、ＮＨＫ

のインターネット活用業務が実施し得るかどうかは、（１）公共性が認められること、

（２）放送の補完の範囲にとどまること、（３）市場への影響の程度――の３つの基準

に従って判断することが適当とされています。 

「公共放送の在り方に関する検討分科会」の親会である「放送を巡る諸課題に関する

検討会」は、ＮＨＫの常時同時配信を解禁する方向性を示した第２次とりまとめ（2018

年９月）において、「ＮＨＫが、受信料により放送を実施する目的で運営されているこ

と等を踏まえると、常時同時配信を含むＮＨＫのインターネット活用業務が、ＮＨＫの

目的や受信料制度の趣旨に沿って適切に運営されることが必要不可欠」、「公正競争確保

の観点から、常時同時配信を行うに当たり、市場の競争を阻害しないことの確保が必要」

としております。 

  民間放送事業者のネット事業についてのご指摘がありましたが、民放連研究所が昨年

５月に実施した調査では、民放連会員の地上テレビ社の99.2％がテレビ番組・映像コン

テンツの配信に取り組んでいます（民放連研究所『民放経営四季報』2019年秋号、別添）。

ローカル局も含めて、今後、放送外収入を確保するための重要な事業の１つが、インタ

ーネット事業となっています。 

TVerをはじめとするキー局の例はよく知られておりますので、総務省の「放送事業の

基盤強化に関する検討分科会」で説明したローカル局の取り組みを紹介します。 

2019年１月17日の同分科会の会合では、中国放送（広島県）の動画配信サービス「Ｒ
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ＣＣ ＰＬＡＹ！」、岡山放送の「日本初の商業施設館内ＴＶ＋インターネット放送」、

北海道放送の「北海道胆振東部地震の災害報道」におけるテレビ同時配信、朝日放送テ

レビの台風21号（2018年９月）におけるネット活用、地上民放テレビ127社における番

組配信の実施状況などを報告しました。また、2020年１月28日の会合では、南海放送（愛

媛県）が開発し運用しているアプリが、系列を超えた全国の11のテレビ局にライセンス

供与され使われている状況について報告がありました。これらの事例につきましては、

総務省のホームページにて公開されておりますので、ご参照をいただければと存じます。 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000595544.pdf 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000666813.pdf 

民間放送にとってインターネットを通じたコンテンツ展開は、無料広告モデル、有料

モデルに限らず、今後、ますます発展するであろう大きな事業分野であります。特殊法

人ＮＨＫの動向を重大な関心をもって、見守っております。 

以 上 
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